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都市防災総合推進事業 社総交（防安交含む）

※赤字下線部はR3拡充事項

14

82711682
テキスト ボックス
7







15

82711682
テキスト ボックス
8







〇 大崎市では、国土交通省が整備する防災拠点に地域の一時避難所（（仮称）志田谷地防災センター）を併設。
〇 令和３年度より都市防災総合推進事業を活用し整備する（令和５年度完了見込み）。

（仮称）志田谷地防災センター（宮城県大崎市）

（仮称）志田谷地防災センター
大崎市

国土交通省スペース

（仮称）志田谷地防災センター
大崎市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○水防拠点の拡張・増設（防災拠点の整備）（都市防災総合推進事業の活用事例）

介護老人保健施設 舟形徳洲苑 浸水状況（平成３０年８月６日）

位置図

山形県舟形町

事業概要

福祉避難所・防災拠点施設整備（山形県舟形町）

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

〇防災対応の拠点となる町役場が浸水し災害対策本部の機能が低下。

〇防災拠点施設及び福祉避難所整備により、災害時における防災体制の構築及び避難体制の確保が図られる。

出典：最上川水系流域治水プロジェクト
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都市防災総合推進事業（防災・安全交付金）はこんなことにも使えます

【ソフト対策】
○ 災害危険性の把握、ハザードマップなど

【災害危険度判定調査、住民等のまちづくり活動支援（１／３補助）】
・中小河川や内水氾濫等の浸水シミュレーション、浸水想定の作成
・地域のハザードマップの作成、地区防災計画の作成
・事前復興シミュレーションや住民ワークショップの開催、事前復興計画の作成
・指定緊急避難場所や避難経路（民間施設含む）の災害安全性の調査
例：津波の耐浪性診断、崖崩れ・土石流に対する構造安全調査（耐震診断は不可）、避難路沿いの
崖等の安全調査など（工事を行う場合は、地区公共施設等整備の設計費として対応することも可（１
／２補助））

まち歩きによる避難や
危険箇所の啓発活動

都市防災総合推進事業は、以下の内容について支援可能です。

防災ワークショップの開催住民組織による防災マップの作成
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都市防災総合推進事業（防災・安全交付金）はこんなことにも使えます

【ハード対策】
○ 地域の避難性や防災性向上のための避難路・避難地・空地の整備・改良

【地区公共施設整備（工事１／２、用地１／３補助）】
・避難路、避難地の整備
・避難路の安全性確保のための対策

例：アンダーパス等における排水ポンプ、排水路、避難路沿いの崖やブロック塀の崩落防止対策、火災
により避難路の通行に支障が及ぼすおそれのある箇所における自主防災組織が活用する消火施設な
ど

・避難地、防災公園の防災対策
例：マンホールトイレ、非常用照明設備、飲料水確保のための耐震性貯水槽、浸水対策（排水路、

ポンプ、地盤嵩上げ等）など
※耐震性貯水槽については、消防署や消防団が利用する消火目的の場合は支援対象外だが、災害

時に避難者の飲用水・生活用水の確保のための施設は支援対象。
・災害危険性の高い場所におけるバッファーゾーン（防災空地）の確保

例：密集市街地や文化財周辺における火除け地の整備、土砂災害の危険性の高い箇所における防
災空地の整備など

かまどベンチ

マンホールトイレ

避難地 避難路整備（道路の拡幅） 19

82711682
テキスト ボックス
12







都市防災総合推進事業（防災・安全交付金）はこんなことにも使えます

○地域の指定緊急避難場所の整備・機能向上
【地区緊急避難施設（工事１／２、用地１／３補助）】

・津波や洪水避難タワー、専ら避難のために必要な建物整備（指定緊急避難場所として指定することが
必要。民間施設も可）

・既存の指定緊急避難場所（民間施設含む）の機能強化
例：避難環境維持のための施設整備（非常用発電設備、備蓄倉庫、非常用照明、空調設備、停

電時の通信確保等）、建物や周辺敷地の浸水・土砂対策（津波や土砂に対する構造改修、防
水板・壁の設置、周辺の崖対策、避難場所の高床化等）、避難性向上のための施設改修（外付
け階段や屋上への手すりの設置、自動解錠装置の設置等）、感染症対策に資する機能（仕切り
壁、大規模換気設備等）など
※備蓄倉庫については、消防署や消防団の消防器具を保管する場合は支援対象外だが、自主防

災 組織等の住民団体が災害時に使用する消防・防災資機材を保管する場合は支援対象。
※設備については、原則、非常用電源が設置されている等の非常時でも使用できる環境であること。
※感染症対策について、扇風機や持ち運び可能な間仕切り等の備品の購入は対象外。

津波避難タワーの整備
既存施設（市営住宅）への

避難階段設置
避難場所の機能追加
（備蓄倉庫等）

避難センターの整備 20
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宅地耐震化推進事業の概要

大地震時等における滑動崩落や液状化による宅地の被害を軽減するため、変動予測調査を行い住民への情報提供等を図るとともに、対
策工事等に要する費用について補助する。

○ 大規模盛土造成地滑動崩落防止事業
大地震等により大規模盛土造成地が滑動崩落することを防止するために行わ
れる事業に要する費用の一部を補助。

宅地と公共施設の一体的な液状化防止対策を行う事業に要する費用の一部
を補助。

○ 宅地液状化防止事業

事業要件
①宅造法第16条第2項の勧告又は第20条第1項の指定を受けた区域であること
②下記のいずれかに該当すること
・盛土面積3,000㎡以上かつ住戸10戸以上
・勾配20度以上かつ盛土高さ5ｍ以上かつ住戸5戸以上
・盛土高さ2m以上かつ住戸2戸以上（震度7の地震による激甚災害指定、擁壁被害1万件以上等が要件）
③滑動崩落により、道路（高速自動車国道、一般国道、都道府県道）、河川、鉄道、
避難地又は避難路等に被害が発生するおそれのあるもの

事業主体 地方公共団体
交 付 率 １／４、１／２（熊本地震および北海道胆振東部地震の被災宅地の復旧に限る）
交付対象 宅地と一体的に行われる公共施設の液状化防止工事に要する設計費及び工事費

道路と宅地との一体的な液状化対策を行う工法のイメージ（地下水位低下工法）

事業主体 地方公共団体、宅地所有者（間接補助）等
交 付 率 １／４、１／３、１／２（熊本地震および北海道胆振東部地震の被災宅地の復旧に限る）
交付対象 大規模盛土造成地の滑動崩落防止工事に要する設計費及び工事費

事業要件
①当該宅地の液状化により、公共施設（道路、公園、下水道、河川、水路その他公共の用に
供する施設をいう。）に被害が発生するおそれのあるもの

②変動予測調査等により、液状化による顕著な被害の可能性が高いと判定された3,000㎡以上
の一団の土地の区域でありかつ、区域内の家屋が10戸以上であるもの

③宅地液状化防止事業計画の区域内の宅地について所有権を有する全ての者及び借地権を
有する全ての者のそれぞれ3分の2以上の同意が得られているもの

④公共施設と宅地との一体的な液状化対策が行われていると認められるもの

対策後の地下水位地下水排水溝 地下水排水溝

現在の地下水位

大規模盛土造成地の滑動崩落防止工法のイメージ

液状化しやすさマップ（千葉県）

○ 大規模盛土造成地の変動予測調査等
大地震等が発生した場合に大きな被害が生ずるおそれのある大規模盛土造成

地の変動予測調査や宅地の液状化による変動予測調査、宅地擁壁等の危険度調
査や応急対策工事に要する費用の一部を補助。

事業主体 地方公共団体、宅地所有者（間接補助）等
交付率 １／３、１／２ （2022年度まで）
交付対象 ・大規模盛土造成地及び宅地の液状化による変動予測調査

・宅地擁壁等の危険度調査 ・宅地擁壁等の応急対策工事 擁壁の危険度調査

避難路

擁壁の防災対策

●大規模盛土造成地滑動崩落防止事業 及び 宅地液状化防止事業 共通

上記の現行要件に加え、平成１９年４月１日以前に造成に着手された宅地で、以下①～③いずれかに該当するものについて地方公共団体が事業主体のものは交付率１/２

①立地適正化計画において宅地の防災対策が定められる場合 ②滑動崩落により人家１０戸（避難路を有する場合は５戸）以上へ流出する場合 ③震度５弱相当で滑動崩落する場合

21

82711682
テキスト ボックス
14







宅地耐震化推進事業（宅地嵩上げ安全確保事業）

大規模な土砂災害による被災地において復興事業と連携して地域の安全性を確保するために、
公共施設と宅地との一体的な嵩上げを行う事業。

一． 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和37 年法律第150 号）第三条の規定に基づく措置が適用
された市町村の区域内で土砂災害により宅地が被災し土砂が堆積した地区

二． 地方公共団体が作成する当該激甚災害からの復興計画等において公共施設と宅地との一体的な嵩上げを行うと定められた地区
三． 前号の地区の区域内において一体的な嵩上げを行う家屋が５戸以上であるもの
四． 堆積した土砂を活用して宅地の嵩上げを行うもの
五． 宅地造成等規制法施行令第二章に定める宅地造成に関する工事の技術的基準に適合して行うもの

（被 災） （嵩上げ）

公共施設と宅地との一体的な嵩上げのイメージ

嵩上げによる
安全性向上生活道路

生活道路

【嵩上げによる地域の安全性確保】

現地に残った土砂の状況

元々の地盤面

土 砂

【被災状況】

要 件

〇事業主体：地方公共団体
〇国 費 率 ：１／２

〇交付対象
宅地嵩上げ安全確保工事に必要な地盤等調査及び設計費

、
工事費（宅地整地工、擁壁工、排水工、生活道路工等）
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宅地嵩上げ安全確保事業（浸水対策：R3年度追加）概要

大規模な豪雨災害による浸水被災地で、家屋の集団移転が困難等の要件を満たす地区について、同程度の出水に
対する安全性を確保するため、河川施設整備との整合を図った上で行う宅地と公共施設の一体的な嵩上げを支援。

【嵩上げによる地域の安全性確保（イメージ）】

要件（以下のすべてを満たすこと）

〈被災地、災害リスク〉
○激甚災害により宅地が浸水し、治水対策を実施しても同規模の出水で浸水するおそれ
がある地区。

○建築基準法第３９条の規定に基づく災害危険区域に含まれる地区。

〈他手法との比較〉
○宅地嵩上げに要する事業費が、家屋の集団移転に要する事業費及び浸水防止に必要
な連続堤整備等に要する事業費を上回らないこと。

〈復興計画への位置付け等〉
○地方公共団体が作成する復興計画等において公共施設と宅地との一体的な嵩上げ
を行うと定められ、嵩上げを行う家屋が５戸以上ある地区 等

補助対象となる主な経費（補助率1/2）
○調査測量及び設計に要する費用
○宅地等の嵩上げ及び関連移設工事等に要する費用

地方負担分のうち元利償還の
95％を交付税措置

：国の実質負担分
：地方の実質負担分(2.5％)

補助と地方財政措置をあわせて97.5％が国の負担

H.W.L ▽H.W.L+余裕高

実際の被災時の水位 ▽

H.W.L ▽H.W.L+余裕高

治水対策を実施しても被災時と
同程度の出水で想定される水位 ▽

治水対策で行う堤防整備

災害危険区域の指定により
必要となる宅地の地盤高さ
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出典：北上川下流河川事務所資料
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吉田川
宅地嵩上げ
測量設計【R3】
工事 【R3～R5】

防災避難緑地
測量設計【R3】
用地補償【R3】
工事 【R3～R5】

コミュニティセンター（避難施設）
測量設計【R3】
用地補償【R3】
工事 【R3～R6】

避難道路
測量設計【R3】
用地補償【R3～R5】
工事 【R5～R6】

避難道路（堤防上）
測量設計【R3】
用地補償【R3～R4】
工事 【R4～R6】

令和３年度 大郷町の防災拠点及び宅地嵩上げについて

〇 令和元年度台風19号において浸水被害を受けた中粕川地区において、河川管理者による決壊箇所の堤防改修が実施されるが、より安全
度の高い地域とするため、防災拠点の整備や宅地の嵩上げを実施する。

〇 都市防災総合推進事業については、令和3年度よりコミュニティセンター（避難施設）、避難道路、防災避難緑地に関する測量設計を実施
し、準備が整った箇所から用地補償を行う。（令和6年度完了見込）

〇 宅地嵩上げ安全確保事業については、令和3年度より宅地嵩上げに関する測量設計を実施し、工事に着手する。（令和5年度完了見込）

A－A‘ 断面

宅地嵩上げ（H=1m）
避難道路 防災避難緑地

避難道路（堤防上）

中粕川地区

大郷町役場
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令和元年東日本台風（台風１９号）における堆積土砂排除事業実施状況

〇台風第19号に伴う出水等により東北管内の各地で多量の土砂が堆積。
〇都市局所管の「堆積土砂排除事業」の活用に向け令和2年1月20～22日に災害査定を実施
〇令和2年度内の撤去完了

山田町

青森県

秋田県

岩手県

山形県
宮城県

福島県

久慈市

丸森町

普代村

【東北管内における堆積土砂排除事業活用状況】

都道府県名 市町村名
撤去土砂量
（ｍ3）

岩手県

久慈市 1,810

普代村 380

山田町 1,200

宮城県 丸森町 108,690

合 計 112,080

土砂堆積・撤去状況

丸森町における災害査定実施状況（令和２年１月２０日）

撤去前 撤去後

普代村

久慈市

撤去前 撤去後

薄平地区 土砂仮置場

［令和２年１月末時点］
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防災集団移転促進事業の概要

災害危険エリアにおいて、地域コミュニティを維持しつつ、防災性向上を図るため、住居の集団的移転を促進することを目的とした、
住宅団地の整備、住居の移転、移転元地の買取等に対し事業費の一部を補助

地方財政措置
1）地方負担分については一般補助施設整備等事業債の対象

（充当率90%）。その元利償還金の80%を特別交付税措置。
2）一般財源分についても50%を特別交付税措置。
※⑥事業計画等の策定に必要な経費についても同様。
※都道府県が実施する場合は、特別交付税措置の対象外。

補助と地方財政措置をあわせて約94％が国の負担

国庫補助金 3/4
一般補助施設整

備等事業債
(充当率90%)

一般
財源

元利償還の80%を特別交付税措置

50%を特別交付税措置：国の負担分 ：地方の負担分

移転元地（移転促進区域）
自然災害が発生した地域又は災害のおそれのある区域(※)
※災害危険区域、浸水被害防止区域、地すべり防止区域、土砂災害

特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険区域

移転先（住宅団地）
５戸以上(※)かつ移転しようとする住居の数の半数以上
※ただし、災害ハザードエリア外からの移転については１０戸以上

移転元地

②移転者の住宅建設･土地購入
に対する補助

①住宅団地の用地取得及び造成

③公共施設(道路､公園､集会所､
共同作業所等)の整備

※赤字下線部は法改正事項

【事業の概要】

移転先

事業主体
市町村、都道府県（市町村からの申出に基づく）、都市再生機構（自治体か
らの委託に基づく）

⑤移転者の住居の移
転に対する補助

事業イメージ

【国庫補助の対象となる主な経費】 （補助率３/４）
① 住宅団地の用地取得及び造成
（関連して移転する要配慮者施設に係る土地の整備を含む。なお、分譲の場
合は補助対象外。）

② 移転者の住宅建設・土地購入に対する補助
（住宅ローンの利子相当額）

③ 住宅団地に係る公共施設の整備
④ 移転元地の土地・建物の買取
（やむを得ない場合を除き、移転促進区域内のすべての住宅の用に供する土
地を買い取る場合に限る。）

⑤ 移転者の住居の移転に対する補助
⑥ 事業計画等の策定に必要な経費 （補助率１/２）

④移転元地の土地・建
物の買取

移転先
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防災集団移転促進事業等
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防災集団移転促進事業等
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都市再生区画整理事業（予算制度の拡充）
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下水道による浸水対策に関する事業制度

特定地域都市浸水被害対策事業

都市水害対策共同事業 ・下水道の雨水貯留施設と河川の洪水調整施設をネットワーク化する
ための施設等の整備を支援。

・浸水被害対策区域（下水道法に基づき市町村等が条例で指定）
や都市機能誘導区域において民間の雨水貯留施設等の整備を支援
。

下水道と河川のネットワーク化施設等を
整備

大規模な雨水貯
留施設等

下水道浸水被害軽減総合事業

・再度災害防止や事前防災・減災の観点から、浸水安全度を早急に
高めるため、ハードとソフトを組み合わせた総合的な浸水対策を支援。
（下水道浸水被害軽減型）

再度災害防止等の観点から
浸水安全度を早急に高める

新世代下水道支援事業各戸貯留浸透等 ・個人・民間事業者等による雨水貯留浸透施設等の設置を支援（
地方公共団体を通じた間接補助）

【事業目的】

民間の雨水貯留
施設等の整備を

推進

【事業メニュー】 【支援内容】

・既存施設を最大限活用した下水道整備や止水板の設置等を支援。
（効率的雨水管理支援型）

行政と住民等が連携して、既存施設を
最大限活用した対策を実施

通常の下水道事業交付対象管のみを整備 ・交付対象管渠となる雨水管等の整備を支援。

下水道床上浸水対策事業

事業間連携下水道事業

都市機能集積地区の
浸水安全度を早急に高める

河川事業と連携し
浸水安全度を早急に高める

・都市機能集積地区等における早急な再度災害防止を図るため、計
画的に実施する大規模な浸水対策を支援。

・内水による深刻な影響を回避するため、下水道整備と河川事業を
一体的かつ計画的に実施する浸水対策を支援。

既存施設を活用した整備や止水板等の整備
（下水道浸水被害軽減総合事業 効率的雨水管理支援型）

河川とのネットワーク管の整備（都市水害対策共同事業）

浸水被害対策区域における民間の雨水貯留施設等の整備
（特定地域都市浸水被害対策事業）

再度災害防止等の観点から浸水安全度を早急に高める
（下水道浸水被害軽減総合事業 下水道浸水被害軽減型）

大規模な雨水処理施設の整備
（大規模雨水処理施設整備事業）

各戸貯留浸透施設等の整備
（新世代下水道整備事業）

交付対象管渠の整備
（通常の下水道事業）

大規模雨水処理施設整備事業大規模な雨水処理施設の
設置・改築

・計画的な整備や適切な機能確保を図るため、大規模な雨水処理
施設の設置又は改築を集中的に支援。

防
安
交

個
別
補
助
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個別補助制度の拡充による整備の加速化
○下水道による大規模な再度災害防止対策や河川事業と連携した内水対策について、計画的・集中的に支援する
ための補助事業制度を令和元年度より創設。

○一定期間に集中的な投資が必要となる大規模な雨水処理施設について、計画的な整備や適切な機能確保を図るため、
集中的に支援する補助事業制度を令和２年度より創設。

○これらの補助事業の活用を促進し、整備を加速化。

○内水による深刻な影響を回避するため、河川事業と一体的
かつ計画的に実施する下水道整備を集中的に支援。

下水道床上浸水対策事業

○浸水被害のリスクが高い都市機能集積地区等における
早急な再度災害防止を図るため、下水道整備による浸水
対策を集中的に支援。

＜河川事業と連携した内水対策＞

＜大規模な再度災害防止対策＞

【対策イメージ】

事業間連携下水道事業

雨水ポンプの整備 雨水貯留管の整備

貯留施設の整備

・概ね5年以内で完了する事業
・過去概ね10年以内に床上浸水50戸以上等の要件

・概ね5年以内で完了する事業
・想定される浸水家屋が25戸以上等の要件

＜大規模な雨水処理施設の設置・改築＞

大規模雨水処理施設整備事業

・概ね10年以内で完了する事業
・総事業費が5億円以上 を要件

○計画的な整備や適切な機能確保を図るため、大規模な
雨水処理施設の設置又は改築を集中的に支援。

令
和
元
年
度
よ
り
創
設

令
和
２
年
度
よ
り
創
設

個別補助
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○浸水被害のリスクが高い都市機能集積地区における早急な再度災害防止を図るため、下水道整備によ
る浸水対策を計画的に実施
【対策メニュー】雨水管、雨水貯留管、雨水ポンプの整備 など

対策イメージ

駅周辺地区に代表される都市機能が集積する地区で、過
去概ね10年間で床上浸水被害が発生した実績があり、以
下のいずれかに該当する地区
・過去概ね10年間に、延べ床上浸水被害戸数が50戸以上、
延べ浸水被害戸数が延べ200戸以上発生した地区
・内水浸水シミュレーションにより、床上浸水被害戸数が50
戸以上、浸水被害戸数が200戸以上想定される地区

ハード・ソフト対策からなる総合的な計画を立案

概ね5年で床上浸水対策を計画的に実施

採択要件

○平成３０年７月豪雨では、全国の浸水戸数約２．９万戸のうち、内水被害が約１．９万戸を占め、多数の内
水被害が発生するなど、近年、全国の都市において内水被害が頻発しており、浸水によって、市民生活
や地域経済への甚大な影響が発生

○特に、都市機能が集積しており、近年、浸水実績のある浸水リスクが高い重要な地区においては、計画
的に実効性のある再度災害防止対策を講じることが必要

概要

背景・課題

・・・ハード整備

・・・ソフト対策

・・・自助（ハード整備）

河川

※令和元年度創設

下水道床上浸水対策事業 個別補助

35

82711682
テキスト ボックス
28







○内水での深刻な影響を回避するため、下水道整備を河川事業と一体的に計画的・集中的に実施
【対策メニュー】雨水管、雨水貯留管、雨水ポンプの整備 など

○近年、全国の都市において浸水被害が頻発しており、被害を受けた地区には、市役所、避難所、消防署
、緊急輸送道路、地下街等の重要施設が存在し、浸水によって、それらの施設が機能不全を起こし、人
命を脅かす事態や地域経済への甚大な影響が発生

○内水被害対策の推進にあたっては、下水道と河川が一体的に進める必要があるが、各事業の優先度合
が異なる場合、効果が十分に発揮できていない

○激甚化する内水被害に対して、効果をより発現させる観点から、総合的な計画に基づき、一定期間内（概
ね５年）に集中的に対策を講じることが効果的

概要

背景・課題

浸水の恐れがある地域に、以下のいずれかを含む地域

• 浸水想定区域内に、市役所、要配慮者利用施設等の重要施設
• 近10年に家屋の浸水実績

総合的な計画を立案

概ね５年で実施

採択要件

下水道事業 ●
河川事業 ●

対策イメージ

（概要）

・浸水対策として雨水貯留
施設やポンプ場等の整備
を実施するとともに、受け
皿となる河川の改修を実
施。ハザードマップ作成等
のソフト対策も実施

・総事業費：約57億円

・事業期間：H25年～29年

【庄内川水系土岐川での連携事例】

※令和元年度創設

事業間連携下水道事業 個別補助
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○雨水処理を担う下水道施設の計画的な整備や適切な機能確保を図るため、概ね10年以内で完了
し、事業費が5億円以上の雨水処理施設の設置又は改築を計画的・集中的に実施する。
【対策メニュー】雨水管、雨水貯留管、雨水ポンプの整備 など

対策イメージ

雨水処理を担う下水道施設の設置又は改築
を実施する事業であり、以下のすべてに該当
するもの

・事業期間が概ね10年以内

・総事業費が5億円以上

採択要件

○令和元年台風19号や、平成30年7月豪雨など、近年、全国の都市において内水被害が頻発してお
り、浸水によって、市民生活や地域経済への甚大な影響が発生。

○特に、一定期間に集中的な投資が必要となる大規模な雨水処理施設について、計画的な整備や
適切な機能確保を図るため、集中的な支援が必要。

概要

背景・課題

雨水ポンプ場の整備 雨水貯留管の整備

※令和２年度創設

大規模雨水処理施設整備事業 個別補助
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下水道浸水被害軽減総合事業 【下水道浸水被害軽減型】

ハード

自 助

ソフト
・・・ハード整備

・・・ソフト対策

・・・自助（ハード整備）
重点的かつ効率的な施設の整備
と効果的な運用
○ 貯留・浸透施設の積極的導入 等

効果的なハード対策

自助を支える情報収集・提供等
の促進
○ 内水ハザードマップの公表
○ リアルタイム情報提供の促進 等

ソフト対策の強化

自助の促進による被害の最小化
○ 浸水時の土のう、止水板設置
○ 自主避難 等

自助の促進

○雨水貯留・浸水施設の整備（ハード対策）、住民に対しリアルタイムに情報提供するための装置、止水板等の設
置（ソフト対策）等が交付対象事業であり、これらを効果的に組み合わせて総合的な浸水対策を図り、浸水に対
する安全度を早急に高めることを目的。

○駅周辺地区など都市機能が集積した地区で一定規模以上の浸水被害の実績がある地区、浸水シミュレーション
の結果により一定規模以上の浸水被害が想定される地区、100mm/h安心プランに登録された地区等が交付対
象の要件。

下水道浸水被害軽減型を活用した、下水道による総合的な浸水対策のイメージ

社総交（防安交含む）
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100mm/h安心プランに登録された事業の効果【福島県郡山市】

6月18日(火)に暫定供用を開始
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新世代下水道支援事業 【各戸貯留等による浸水対策】

○個人住宅等に設置する貯留タンク、雨水浸透ますなどの小規模な施設に対して、地方公共団体が住民等に設置
費用を助成する場合、国が地方公共団体に対して支援を実施。

各戸貯留浸透施設（支援対象）のイメージ 取組事例（新潟市）
新潟市では、総合的な雨水対策として雨水流出抑制を地域全体で
拡大するため、宅地内の雨水浸透ます設置の助成を平成12年度よ
り開始した。
市民から助成を積極的に活用してもらうため、様々な普及啓発活動
の展開に努め市民の理解と協力を得た成果として、平成25年度末
までに、累計で約6万基の雨水浸透ます、雨水貯留槽の設置を行っ
た。

0
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20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000
新潟市の雨水貯留浸透施設の設置件数

社総交（防安交含む）
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内水ハザードマップの作成推進 【住民の自助促進のためのソフト対策】

手順 作業項目 内容
洪水HMが活用
できる項目

① 凡例の作成 ・作成例を参考に凡例を作成する

② 浸水想定区域図の作成
・使用する図面は1/10000～1/25000程度
・浸水想定区域は、下図が見えるように表示する

○

③
避難所、役所、消防、警察、病
院の所在確認

・洪水ハザードマップや地域防災計画等から左記施設の
　住所、電話番号を確認する

○

④
避難所、役所、消防、警察、病
院の一覧表を作成

・作成例を参考に一覧表を作成する
・対象施設にナンバリングを行う（通し番号）
・表示にあたっては、シールの活用も可

○

⑤ コメントの作成
・住民の誤解を招かないために、どのようなデータにより
　浸水想定区域を表示したかを明示する

⑥ 仕上げ
・凡例や施設一覧、コメントを浸水想定区域図に貼り付ける
・タイトルも忘れずに付ける

⑦
内水（浸水）ハザードマップの
完成

・作成したものに少し手を加えれば、公表や配布は可能です
・作成したハザードマップを基に関係部局等と協議を進めて、
　公表に向けた調整を進めて下さい

⑧ 公表
・印刷物の配布
・ホームページへの掲載等

■市町村向けの勉強会を開催し、具体的な
作成手順・作成例を示した。

〇社会資本整備重点計画(H24)では、対象となる484市区町村において、平成28年度末までに内水ハザードマ
ップを作成・公表し、防災訓練等を実施することを目標。

〇令和元度末において、361市区町村（約75%）で内水ハザードマップを作成・公表し、295市区町村（約
61%）で防災訓練等を実施。

○埼玉県では、県がリーダーシップを発揮し、勉強会を通じて内水ハザードマップの作成が進んでいる。
（平成27年度国土交通大臣賞「循環のみち下水道賞」レジリエント部門受賞）

第1回：H24年9月
○内水ハザードマップ作成手法の説明および質疑応
答 水コン協
○事例紹介
○浸水実績を活用した内水ハザードマップ作成に関す
る意見交換

第2回：H24年11月
○県下自治体による事例発表
・さいたま市（さいたま市防災マップ）
・戸田市（浸水シミュレーションによる浸水想定）
・川口市（洪水HMを活用した内水HMの策定）
・飯能市（浸水想定区域図の作成）

第3回：H25年5月
○県下自治体による事例発表
・上尾市（内水ハザードマップの作成について）
・秩父市（内水ハザードマップの作成について）
・栃木県（内水ハザードマップ作成促進の取り組
み）

・浸水実績に基づいた簡易な内水ハザードマップ作
成の提案

勉強会の開催実績
（埼玉県の例）

段階的な作成手法

平時における、浸水リスクの周知

社総交（防安交含む）
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4242

官民連携浸水対策下水道事業の創設 【令和３年度新規事項】
下水道防災事業補助金

○近年甚大な水害が全国各地で頻発しており、
今後、気候変動により更なる降雨量の増加や
水害の頻発化・激甚化が懸念されている。

○都市機能が相当程度集積し、下水道の整備
のみでは浸水被害の防止を図ることが困難で
ある浸水被害対策区域（※）においては、流
域治水の観点から、民間事業者等による雨水
貯留浸透施設の整備促進を図る必要がある。

（※）下水道法第２５条の２に基づき、地方公共団体が指定する
区域

背景

〇浸水被害対策区域内において公共下水道管
理者等の認定を受けた民間の雨水貯留浸透
施設の整備に対し、公共下水道管理者が費
用の一部を負担する場合、国が民間事業者
等を重点的に支援する制度を創設する

（補助率１／２）。

概要
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43

改良復旧事業の創設 【令和３年度新規事項】

○下水道施設が被災した場合の災害復旧事業
は、現状では原形復旧の範囲内に限られてい
るが、災害の激甚・頻発化により、下水道施設
の被災による社会的影響が顕著となり、再度
災害防止を図る必要性が高まっている。

背景

〇内水浸水により雨水ポンプ場の機能停止が生
じた場合等、原形復旧に合わせて、再度災害
防止のための機能増強等を行う改良復旧事
業（災害関連事業）を創設する。

概要

災害復旧等
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都市公園・緑地等事業、グリーンインフラ活用型都市構築支援事業
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事例：仙台市（名取川流域治水プロジェクト）
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がけ地近接等危険住宅移転事業（住宅・建築物安全ストック形成事業）

がけ崩れ、土石流、雪崩、地すべり、津波、高潮、出水等の危険から住民の生命の安全を確保するため、災害危険区域等の区域内に
ある既存不適格住宅等の移転を行う者に対し補助金を交付する地方公共団体に対して、交付金を交付する事業 【昭和47年度～】

事業概要

（１）除却等費
○危険住宅の除去などに要する費用で撤去費、動産移転費、仮住居費、
跡地整備費等（限度額：975千円/戸）

（２）建設助成費
○危険住宅に代わる新たな住宅の建設（購入を含む。）及び改修のため、
金融機関等から融資を受けた場合の利息に相当する額（借入利率：年8.5％を限度）

限度額： 【通 常】 4,210千円/戸 （建物3,250千円/戸、土地960千円/戸）

【特殊地域】 7,318千円/戸 （建物4,650千円/戸、土地2,060千円/戸、敷地造成608千円/戸）※
特殊地域～特殊土壌地帯、地震防災対策強化地域、保全人家10戸未満の急傾斜地崩壊危険
区域、出水による災害危険区域

（３）事業推進経費
○事業計画の策定、対象地域の調査等に要する費用

（１）対象地区要件
○ 地方公共団体が条例で指定した災害危険区域 （建築基準法第39条第１項）

○ 地方公共団体が条例で建築を制限している区域 （建築基準法第40条）

○ 都道府県知事が指定した土砂災害特別警戒区域 （土砂災害防止法第９条）

○ 土砂災害特別警戒区域への指定が見込まれる区域 （土砂災害防止法第４条）

○過去3年間に災害救助法の適用を受けた地域 （災害救助法第２条）

（２）対象住宅要件
○ 既存不適格住宅
○ 建築後の大規模地震、台風等により安全上若しくは生活上の支障が生じ、地方
公共団体が移転勧告、是正勧告、避難勧告、避難指示等を行った住宅
※ただし、避難勧告及び避難指示については、当該勧告又は指示が公示された日から6月を経過している
住宅に限る

補助対象

補助要件

国：１／２、地方公共団体：１／２

都道府県、市町村交付団体

市町村（市町村が事業主体となりがたい事情が
ある場合は都道府県。）

安全な土地

災害危険区域等

除却等への助成

＜適用イメージ＞
移転費等への助成

建設費への助成

【限度額が引き上げられる地域】

特殊土壌地帯
地震防災対策
強化地域

急傾斜地崩壊
危険区域

災害危険区域

根
拠
法

特殊土壌地帯災害防
除及び振興臨時措置
法

大規模地震対策特別
措置法

急傾斜地の崩壊によ
る災害の防止に関す
る法律

建築基準法

指
定
権
者
等

国土交通大臣、総務
大臣、農林水産大臣

内閣総理大臣 都道府県知事 地方公共団体
（条例）

交付率

事業実施主体

社総交（防安交含む）
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住宅・建築物安全ストック形成事業（土砂災害関係）

○補助対象： 以下の要件を満たす建築物。
・土砂災害特別警戒区域内の建築物
・建築基準法施行令第８０条の３について既存不適格である建築物

○補助率：２３％（うち国費１１．５％）

○補助対象限度額：３３６万円/棟

■目的
○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づき指定された土砂災害特
別警戒区域内の既存不適格建築物の土砂災害対策改修に対する支援を行うことにより、建築物の安全
性を確保することを目的とする。

■事業内容
○土砂災害特別警戒区域内の既存建築物であって、土砂災害に対する構造耐力上の安全性を有していな
いものに対して、改修に必要な費用を支援する。

社総交（防安交含む）
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小規模住宅地区改良事業

良住宅 不良住宅

地区施設（集会所等）小規模改良住宅

１．概要

不良住宅※が集合すること等により生活環境の整備が必要とされる地区において、地方公共団体により、不良
住宅の除却、従前居住者向けの住宅（小規模改良住宅）の建設、生活道路又は児童遊園等を整備する事業。
※地方公共団体が移転勧告等を行った住宅や災害で著しく損傷した住宅も該当する。

（補助率）
(1/2)
(2/3)
(1/2)
(1/2)
(1/2)

※

２．根拠 ３．対象地区

・不良住宅戸数 15戸以上

・不良住宅率 50%以上

・不良住宅の買収・除却
・小規模改良住宅整備
・小規模改良住宅用地取得
・公共施設・地区施設整備
・津波避難施設等整備
※ 跡地非公共は1/3

４．補助対象

小規模住宅地区等改良事業
制度要綱（住宅局長通達）

災害危険区域

緑地・公園等 道路

小規模改良地区

小規模住宅地区改良事業の実施事例（奈良県野迫川村）

等 等

従 前

従 後

災害危険区域

小規模改良地区

社総交（防安交含む）
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【機密性２】
災害危険区域内建築物防災改修等事業（住宅・建築物安全ストック形成事業）

＜災害危険区域内における建築制限のイメージ＞

地方公共団体実施：国１／２

対象建築物 交付率

避難所等
民間実施：国と地方で２／３
地方公共団体実施：国１／３

一時集合
場所等

民間実施：国と地方で２３％

改修、建替え

■ 対象となる建築物

災害危険区域内の既存不適格建築物で、地域
防災計画において指定された避難所等及び一
時集合場所等(集合住宅の共同利用施設を含む)
(注1)
■ 交付率

改修、建替え

■ 対象となる住宅

災害危険区域内の既存不適格建築物である
住宅(注1)

■ 交付率

国と地方で２３％

民間実施：国と地方で２／３
地方公共団体実施１／２

通常支援 パッケージ支援(重点支援）

■ 補助限度額

２８０万円／棟
ただし、複数の改修工法を比較し、最も低
い改修工事費（増工分）を限度とする
※建替えは改修工事費用相当額に対して助成

改修、建替え

■ 対象となる災害危険区域の要件

〇令和３年度以降の新規指定区域

〇立地適正化計画における防災指針又は流
域治水プロジェクト等※を定めている地方
公共団体の既存区域
※土地利用等に関する対策を記載するもの

■ 対象となる住宅

要件を満たす災害危険区域内の既存不適格建
築物である住宅(注1)

■ 交付額

国と地方で１００万円／棟

■ 補助限度額

改修工事費の８割
ただし、複数の改修工法を比較し、最も低
い改修工事費（増工分）を限度とする
※建替えは改修工事費用相当額に対して助成

■ 補助限度額

２８０万円／棟
ただし、複数の改修工法を比較し、最も低
い改修工事費（増工分）を限度とする
※建替えは改修工事費用相当額に対して助成

令和３年度～令和７年度
ただし、令和８年度以降の区域指定であって
も、令和７年度までに計画策定等した場合は
経過措置あり

事業期間

災害危険区域を指定しやすい環境整備及び区域内における既存不
適格建築物の安全性向上のため、災害危険区域（建築禁止エリアは
除く）に存する既存不適格建築物について、建築制限に適合させる改
修費用等の一部を補助する地方公共団体に対して支援を行う。

住宅

計画策定 基準適合調査

建築物

計画策定 地方公共団体実施：１／３

基準適合調査 民間実施：国と地方で２／３
地方公共団体実施：国１／３

（注2)本事業は、浸水による被害の防止又は軽減の観点から建築物の敷地、構造等に関する制限を定める地区計画等に基づく条例も補助対象とする予定。

（注1)災害危険区域等の条例の規定が施行されることにより既存不適格になる予定の住宅及び建築物を含む

社総交（防安交含む）
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【機密性２】
地域防災拠点建築物整備緊急促進事業
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